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社会資本整備審議会河川分科会（第５０回） 
 
 
【事務局】 それでは、遅れて見えられる先生も、ご連絡がありまして、いらっしゃいま

すけれども、そのほかの先生方はおそろいですので、ただいまより、第５０回社会資本整

備審議会河川分科会を開きたいと思います。本日、事務局を務めさせていただきます○○

でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 
 本日の委員の先生方の出席状況でございますが、河川分科会委員総数の３分の１以上に

達しておりますので、本分科会が成立しているということをご報告申し上げます。 
 さて、社会資本整備審議会委員につきまして、平成２６年２月４日付けで改選が行われ

ました。 
 これに伴いまして、以前お願いしておりました○○委員、○○委員が任期満了に伴いご

退任され、それに代わりまして○○委員、○○委員、このお二方が新たにご就任されまし

たので、ご報告いたします。 
 本日、○○委員におかれましては、ご都合により欠席されておられます。 
 また、本日の議題にございます「矢部川水系に係る河川整備基本方針の変更について」

を調査審議いただくため、臨時委員として福岡県知事にご出席をお願いしておりましたと

ころ、本日は代理ということで、○○県土整備部長にご出席をいただいております。よろ

しくお願いいたします。 
 続きまして、前回の河川分科会、平成２５年の４月８日に開催されましたが、それ以後、

人事異動がありました、こちらの事務局の幹部をご紹介いたします。 
 まず、水管理・国土保全局長、○○でございます。 
【水管理・国土保全局長】 どうかよろしくお願いいたします。 
【事務局】 ○○でございます。 
【事務局】 よろしくお願いいたします。 
【事務局】 ○○でございます。 
【事務局】 よろしくお願いいたします。 
【事務局】 ○○でございます。 
【事務局】 よろしくお願いいたします。 
【事務局】 ○○でございます。 
【事務局】 よろしくお願いします。 
【事務局】 ここで、会議の開催に先立ちまして、水管理・国土保全局長の○○よりご挨

拶を申し上げます。 
【水管理・国土保全局長】 水管理・国土保全局長でございます。本日は第５０回の河川
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分科会ということで、福岡分科会長をはじめ委員の先生方には、大変お忙しい中、ご出席

をいただきまして、誠にありがとうございます。日ごろから河川行政の推進に当たりまし

てご指導を賜っておりますことを、厚く御礼を申し上げます。 
 今日の分科会でございますけれども、先ほど司会のほうから話がございました。昨年、

４月開催をいたしまして１年ぶりぐらいということでございますが、委員お二人交代して

いただいておりまして、今日は、その中で○○委員もご出席をいただきました。どうか、

よろしくお願いをいたします。 
 今日の分科会でございますけれども、審議事項といたしましては３点ということでござ

いまして、矢部川の河川整備基本方針の変更についてということ、さらには、一級河川の

指定についての審議をいただく、これは、５水系５河川の指定変更を行うというものでご

ざいます。３点目が津波浸水想定。これは、現在では１７の府県で設定をされておるわけ

でございますが、前回、５府県について報告をさせていただいておりますので、今日は、

１２の府県について、ご審議をいただくということでございます。この３つが、今日ご審

議をお願いしたい内容でございます。 
 その他、報告事項でございますけれども、今、水管理・国土保全局の中では、次の施策

展開に向けて、いろいろな取り組みを行っております。その取り組みの、途中段階のもの

でございますけれども、ご報告をさせていただきたいと思っております。 
 以上が、今日の内容でございますが、先生方には、ご指導を賜りますことをお願いを申

し上げて、簡単ではございますが、ご挨拶とさせていただきます。本日はどうか、よろし

くお願いをいたします。 
【事務局】 恐れ入りますが、カメラ撮りはここまでとさせていただきますので、カメラ

のご使用は、今後、ご遠慮願いたいと思います。 
 それでは次に、お手元に配布しております資料のご確認をお願いしたいと思います。も

し資料に不備が現時点でございましたら、事務局にお申し付けください。よろしゅうござ

いますか。 
 また、傍聴の皆様におかれましては、今回は傍聴のみとさせていただいておりますので、

審議の進行に支障を与える行為があった場合には退室いただく場合がございます。議事の

進行に、ご協力をお願い申し上げます。 
 それでは、以後の進行を分科会長、よろしくお願い申し上げます。 
【分科会長】 分科会長の○○です。どうぞよろしくお願いいたします。座って進めさせ

ていただきます。 
 委員の皆様には、ご多用中のところ、ご出席いただきまして、ありがとうございます。 
 早速ですが、議事に入ります。 
 本日最初の審議は、矢部川水系の河川整備基本方針の変更についてです。本件は、平成

２６年２月２７日付で国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に意見を求められ、同年

２月２８日付で、社会資本整備審議会長から河川分科会長に付託されたものです。 
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 これを受けて、河川分科会として効率的かつ密度の濃い審議を行うことが必要と判断し、

河川分科会運営規則第１条に基づき、本分科会に設置されております河川整備基本方針検

討小委員会で審議を行っていただきました。 
 小委員会の審議の経過及び結果につきましては、同小委員会の委員長である私から報告

させていただきます。 
 最初に、一番上の資料でございますが資料１‐１の１ページ目、これをお開きください。

審議対象河川について書いておりますが、福岡県南部にございます矢部川水系です。全国

１０９の水系で河川整備基本方針が策定され、矢部川水系については平成１９年１１月に

作成されておりますが、平成２４年７月に発生した九州北部豪雨に伴う洪水を踏まえて、

河川整備基本方針の変更を行うものです。 
 資料１‐２の１ページをご覧ください。ここにいろいろ、議論の経緯が書かれておりま

す。 
 河川整備基本方針検討小委員会は、３月２６日と４月２４日に開催しております。 
 この最後のページ５ページをお開きください。ここに、小委員会の委員の方々の名簿が

ございます。こちらにご出席の方々も、何人かの方がここに入っておられます。委員とし

ては、河川工学や河川環境の専門家のほか、地元の有識者、福岡県知事、柳川市長に加わ

っていただき、地元の実情を踏まえた活発な意見交換が交わされ丁寧な議論が行われまし

た。 
 それでは、資料１‐１の２ページをご覧ください。 
 矢部川水系の河川整備基本方針を変更する契機となった平成２４年７月洪水の概要につ

いて、ご説明します。九州北部の福岡県、大分県、熊本県においては、平成２４年７月の

梅雨前線豪雨によって、甚大な水害、土砂災害等が発生しました。矢部川流域では、多い

ところで１２時間雨量が４００ミリを超える記録的な豪雨となり、矢部川の基準地点であ

る船小屋地点の河川水位はこれまでの最高水位を約２メートル上回り、約５時間にわたっ

て氾濫危険水位を超えるという、観測史上最大の洪水が発生しました。 
 これによって、矢部川の国管理区間において１か所、福岡県が管理する沖端川において

２か所の堤防が決壊し約１８００戸の浸水被害が発生するなど、地域の社会経済に大きな

影響を及ぼしております。 
 なお、今回の洪水のピーク流量は、船小屋地点の実績流量で約４０００立方メートル毎

秒、上流にある日向神ダムの操作を行わなかった場合には、そこでは約４５００立方メー

トル毎秒と推定されております。 
 ３ページをご覧ください。河川整備基本方針の変更の概要です。 
 現在の矢部川水系河川整備基本方針は、平成１９年１１月に策定されており、基本高水

のピーク流量は、船小屋地点において３５００立方メートル毎秒、その内、洪水調節施設

により５００立方メートル毎秒を調節し、計画高水流量を３０００立方メートル毎秒とし

ております。 
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 今回の変更では、基本高水のピーク流量を４５００立方メートル毎秒、洪水調節施設に

よる調節量を８００立方メートル毎秒、計画高水流量を３７００立方メートル毎秒に増や

すこととしております。 
 洪水調節施設については、関係機関と調整し、既存施設日向神ダムの有効活用を図ると

ともに新たな施設で対応することとしています。 
 河道については、河道内樹木の最小限の伐開、河道掘削、引堤によって流下能力の向上

を図っていくこととしています。 
 なお河道の掘削に当たっては、良好な河川環境の保全はもちろんのこと、積極的に良好

な河川環境の創出に努めることとしています。 
 また、矢部川の水量については、激しい水争いの歴史から生まれた廻水路。廻水路とい

うのは、水を廻す水路の廻で、回覧板の回にえんにょうがついてる、昔から使われてる廻

水路です、それから低平地の特性を生かしたクリークなどが存在し、複雑かつ高度な水利

慣行が維持されています。これまでも、流量調査や水利用実態の聞き取りなどを行ってき

ていますが、現時点で正常流量の値を決めることは難しいことから、引き続き諸調査を行

い農業用水の利用特性を把握した上で、正常流量を決めることとしています。 
 それでは、資料１‐２をご覧ください。審議結果について報告をいたします。 
 主に６項目について意見や質問がございました。１番目は流出計算モデル、２番目は、

平成２４年７月洪水時の堤防決壊と対応について、３番目は、河床材料と河道における土

砂移動について、４番目は、河道掘削と環境の調和について、５番目は、正常流量につい

て、６番目は、今後の河川整備基本方針の変更に当たってでございます。 
 まず、１番目の流出計算モデルについてです。１ページをご覧ください。 
 １回目の委員会では事務局は、流域定数Ｐの値を０．５８に変更する案を提示していま

したが、委員から、既往モデルの設定値である０．６を変える必要はないのではないかと

いう意見がございました。 
 これに対して事務局は委員会の意見を踏まえた上で、物理学的な観点さらに定数の頑健

性等を踏まえ、既往モデルの０．６を踏襲するという判断をされております。結果として

は、０．６にしてもほとんど変わらないということで、数値は変わらないということでし

た。 
 ２つ目は、大きな洪水が発生し実績データが取れたら、モデルを見直すという姿勢なの

かという質問がございました。これは、１番目の質問とも関連してまいります。 
 これに対して事務局からは、大きな洪水が発生し実積データが取れた場合は、モデルの

妥当性を検証し、モデルを見直すかどうか個々に判断していくとの回答がありました。こ

の洪水は既往最大洪水でしたので、これについて検討したということであります。 
 次に洪水時の堤防決壊と対応について、これに対しての質疑でございます。平成２４年

７月洪水時に、内岸側で堤防決壊が起きたのはなぜかという質問がありました。通常、洪

水では外岸側が堤防決壊が多いといわれているので、今回は内岸側で堤防決壊が起きたの
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はなぜかという質問でした。 
 これに対して事務局からは、平成２４年８月２日に矢部川堤防検討委員会を設置してそ

の要因の究明を行った結果、堤防決壊箇所では、洪水時の水位が計画高水位を約１．１メ

ーター超過し、５時間以上、計画高水を超えていたこと、堤防の基礎地盤には、水を浸透

しやすい砂の層が河岸から堤内地、これは人の住んでいるところですが、堤内地まで連続

して存在していたことなどから、基礎地盤からパイピング、水がパイプのようになってい

るところを水が通過するパイピングによって堤防が決壊したと判断されたとの回答があり

ました。 
 続いて、矢部川の堤防決壊を踏まえた対応は、どのように考えているのかという質問が

ございました。これに対して事務局から、矢部川においては、遮水矢板の設置など、堤防

の質的対策を実施するとし、さらに全国１０９水系を対象として緊急点検を実施し、順次

対策を進めているとの回答がありました。また、堤防の基礎地盤に存在する小規模な砂の

層の存在を効率よく把握するための調査の方法や、その適用性、コスト、留意点等につい

て検討していくとの回答がありました。 
 次の河床材料と河道における土砂移動についてであります。２ページをご覧ください。 
 シルトや粘土、ガタ土の堆積のみを主張しておりましたが、それですと、矢部川から有

明海に砂が供給されていないとの誤解を受けるおそれがあるので、現地を十分に調査し正

しい情報を発信するようにという意見がありました。これは、現在、有明海の問題で、九

州の川から砂分があまり出てないのではないのかという議論が行われて、いろいろ調査も

行われているという経過もありましたので、こういう質問でした。 
 事務局としては、平成２６年４月にサンプリング調査を実施し、河床堆積物に砂や礫が

含まれていることを確認しており、今後とも河床変動や河床材料を適切に把握し、河道内

における土砂移動の定量的な把握に努めていくとしております。具体的には、砂は相当量

出ているということが、追加調査で明らかになったということです。 
 次に河道掘削と環境の調和についてです。３ページをご覧ください。 
 治水対策として河道掘削を行うが、環境の保全だけではなく、積極的に良好な環境を創

出してほしいとの趣旨のご意見が複数ございました。 
 これに対し事務局は、河道掘削等に当たっては、水域と陸域の連続性の再生、水際部の

多様な環境の再生、干潟の再生など、多様な動植物が生息・生育・繁殖できる良好な河川

環境の保全・創出に努めていくとし、これを本文に反映されております。 
 次に正常流量についてです。３ページの下段をご覧ください。 
 正常流量の設定に向けて、見通しはどうかという質問がございました。今回は、正常流

量の設定ができなかったということで、こういう質問でした。 
 これに対して事務局は、水利用の実態解明は容易ではなく、かなりの年数を覚悟しなけ

ればならない。現段階でめどを示すのは難しい。引き続き、流量調査・環境調査等、河川

や流域における諸調査を継続し、クリーク等を介した複雑な農業用水の利用特性を把握し
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ていくと回答しております。 
 最後に、今後の河川整備基本方針の変更に当たってであります。４ページをご覧くださ

い。 
 河川整備の変更について、社会経済の状況、下水道と河川の関係、水資源の問題、都市

と河川の問題など、河川を取り巻く状況が大きく変わっていることを踏まえて、背景も含

めて大所高所からの方針を示すことが必要ではないかとの意見がありました。 
 これに対して事務局からは、土地利用や地域社会が変わっていく中で河川がどうあるべ

きか、治水がどうあるべきかを考えていかねばならないし、大きな課題であると認識して

います。河川だけでなく、流域地域、都市とのかかわりを踏まえた河川整備、河川整備基

本方針のあり方について考えていきたいという回答がありました。 
 以上のような議論の結果をとりまとめて、矢部川水系河川整備基本方針の変更案が作成

されております。矢部川水系河川整備基本方針の変更案については、具体的には資料の１

‐３です。変更箇所についての対比表は資料１‐４です。 
 それでは、ただいま報告させていただきました件につきまして、ご意見、ご質問などご

ざいましたら、ご発言をお願いします。初めに各委員の方からご意見等をいただいた上、

その後、福岡県の方にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 
 はい、どうぞ。○○委員。 
【○○委員】 私、小委員会のメンバーでありながら、ちょっと仕事が重なりまして出席

できなかったことを、まずおわびします。 
 それから、本日説明をいただきましたところで気がついたところですけども、小委員会

の中でも、議論された「モデルの頑健性」という言葉と、実際に起こってしまった現象を

今後、基本方針の中でどんなふうに見ていくかというのは、非常に大きな問題だと、私も

認識しています。 
 その中で、今回のお話しで、いわゆる確率年、リターン・ピリオドの話がほとんど出な

かったのが気になりました。 
 河川整備計画は、それぞれの地域ごとにいろんな考え方があっていいと思うのですが、

基本方針は、全国横並びが基本的なスタンダードだというふうに感じていました。例えば

大都市圏の周辺では２００分の１であるとか、２００年に１度とか、あるいは都道府県の

県庁のあるところでは１５０分の１とか、そういうふうな横並びで見るときに、確率年と

いうのは大体の水準というものを示してると思います。矢部川でこういう大きい洪水が出

た時に、確率年としての見方がどうしておかしかったのか、それは、一番最後の質問とも

関係するんですけども、気候変動等で様子が変わったのかとか土地利用の仕方で流出率が

変わったのだとかいうふうな話も含めて、われわれが想定すべき規模として、どういうふ

うな位置づけとして今回の大きな規模のものを見られたのか、その辺の議論はなかったん

でしょうか。 
【分科会長】 はい、ありがとうございます。それでは、事務局から答えていただきます。 
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【事務局】 はい。今、○○委員からのご質問の件でございますけども。今回、矢部川で

は、既往最高水位という出水でございましたけども、おっしゃるとおり、基本方針につき

ましては、全国の河川のバランスを見ながら、策定をしているところでございまして、矢

部川につきましては、従来の１００年確率ということで基本方針を策定しておりました。 
 今回１９年に策定されました基本高水を超えるような出水があったわけでございますけ

ども、その後のデータ、今回の出水のデータ等も加えまして、再度、雨量データ、流量デ

ータについて再検証を進めました。 
 その結果、今回の出水の流量につきましては、一応、各種手法をいろいろやりながら検

討するわけでございますけども、ある程度幅を持って１００分の１というようなものをわ

れわれ見ていくんですけども、その範囲といいますか、レンジの中に収まってございまし

たので、そういう形でこの流量を採用いたしまして、矢部川の安全度は、これで１００分

の１が確保できると、そういう判断に至って変更したということでございます。 
【分科会長】 どうぞお願いします。 
【○○委員】 今回の災害といいますか、豪雨が出現したから、いわゆる統計的な母集団

が変わって、それを含めて見れば、納得できる１００分の１であったという説明だったと

思います。 
 そういうことだということは理解できるのですが、先ほど出てきた「モデルの頑健性」

という言葉からすると、１００分の１の大きな雨として、こういうものが出現する可能性

を出現する前から想像できなかったのかというところを、これから気候変動とかあるいは

偶然の中で様々な大きな外力のあるところで、この川ということだけではなくて少し検討

していただけたらいいかなと思います。 
 大きな災害が出るたびに、その災害を含めればこれまでの基準どおりの確率的水準だと

いうふうな判断が出るのは分からないわけではありません。どなたがおっしゃったのかは

分かりませんが、確率的な考え方のモデルが頑健であるということは、そういうものも込

みで、ある程度統計的な推計ができるということは大事なことだと思いますので、今後、

特にこの時代ですので、少し検討されたらどうかなという希望も含めて発言させていただ

きました。ありがとうございました。 
【分科会長】 はい、ありがとうございました。 
 ただいまの件は、おそらく、もう１つ、後で委員会の例で出てまいりますけれども、気

候変動に関係する治水計画の中で相当議論すべきものになっておりますので、辻本委員の

言われたことは、そこの中でも十分議論されることになってますので。超過洪水対策との

関係も含めて議論されることになって、また。 
 ありがとうございました。ほかには、いかがでしょうか。 
 最後に議論したものが、この中にありますけども、社会が相当変わってると。九州の矢

部川では、こういうことの改定だったんですが、今のお話も含めて、今後、いろんな社会

経済状況の変化とか気候の状況の変化とか都市と川との問題、いろんな問題が関係してく



8 

るので、基本方針ができたから、それでずっとそれが行けるのだと、量的なものは多分、

行けるんでしょうけど、社会が変わることについて、基本的に川はどうあるべきかという

のは、やっぱり常に見直していくというか、考えることが必要だという意味で最後の議論

もあって、これにつきましては委員会で相当議論されたということをお伝えしておきたい

と思います。 
 よろしいでしょうか。小委員会委員でもある○○委員、何か補足事項ありますでしょう

か。 
【○○委員】 従前からも入っておったんですけど、今回新たに強く、「環境保全・創出」

という表現を出したということがあると思います。 
 それから、さっき○○さんのおっしゃったことについては、その他の項目の進め方のと

ころでも、こういった治水計画の策定にあって、そういった視野、視点を入れる形で検討

されるべきではとの意見があったと思います。 
 それからモデルの頑健性にあっては、出水、データが入るたびに再現性をはかるために

モデルパラメータが可変になるという、そういう仕組みではなしに、ある規模の大き出水、

未経験なすごいやつが入ってきても、モデルパラメータがそう動かないような、そういう

形のもので頑健性が確保できるようにすべきだというとこも含めて言っていたと思います。 
【分科会長】 ありがとうございました。よろしいでしょうか。 
 それでは、福岡県のほうから、どうぞよろしくお願いします。 
【○○委員代理】 はい。福岡県の○○と申します。 
 本日は、矢部川水系に係る河川整備基本方針の変更につきまして、本分科会また、それ

に関しまして小委員会ご審議、誠にありがとうございます。 
 矢部川水系、矢部川流域では、平成２４年の７月の梅雨前線豪雨によりましての矢部川、

また本県が管理します沖端川が堤防決壊しております。広く浸水しまして激甚な災害に見

舞われたわけでございます。 
 この基準地点である船小屋で、現河川整備基本方針の計画流量を大きく上回る流量であ

ったことから、本県では、矢部川流域の安全性を確保する上で河川整備基本方針の見直し

が必要であるというふうに考えまして、発生直後から、当県の小川知事のほうから国土交

通大臣のほうに、その要望を行ってまいったところでございます。 
 今回、矢部川水系の河川整備基本方針の変更を早期にご検討をいただいたことにつきま

して、国土交通省の皆様方、また委員の先生方、この場をお借りしまして、厚く御礼を申

し上げます。 
 今後、直轄管理区間の河川整備計画の変更についてもご検討されると考えておりますけ

れども、本県が管理いたしております指定区間の整備計画と整合していただきますととも

に、治水面を強化しました河川整備計画を早期に策定をしていただけたらと考えておりま

す。 
 また、委員からのご発言ありましたけども、矢部川は豊かな自然が残る河川でございま
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すので、治水、利水、環境のバランスがとれた整備計画となりますよう、お願いを申し上

げます。 
 最後に、小委員会でもご説明がありましたとおり、この豪雨を契機といたしまして、国

が直轄管理区間におきまして激甚災害対策特別緊急事業、河川大規模災害関連事業、これ

を行ってございます。今後とも、流域の治水安全度向上のために、これらの事業の着実な

推進をお願いさせていただきますとともに、本県が実施しております沖端川激特事業、矢

部川上流の改良復旧事業につきましても、財政上その他のご指導、ご支援をお願いします

とともに、今までのご指導、ご支援に感謝を申し上げまして今回の意見とさせていただき

ます。ありがとうございます。 
【分科会長】 ありがとうございました。 
 大体、皆さんのご意見をいただいたということで、皆様にお諮りしたいと思います。た

だいまご審議いただきました矢部川水系に係る河川整備基本方針の変更につきましては、

当分科会として適当と認めることといたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 
 ありがとうございました。それでは、そのようにいたします。 
 それでは次の審議事項、河川法第４条第１項の一級河川の指定等についてでございます。

本件は、本年３月１９日付で国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に付議され、４月

２４日付で同会長から河川分科会分科会長に付託されたものであります。それでは、事務

局から説明をお願いします。 
【事務局】 ○○でございます。ご説明させていただきます。 
 資料２‐１と２‐２でございますが、まず、右肩に参考資料と書かれた資料２‐２から

ご説明をさせていただきたいと思います。 
 この一級河川の指定等についてご審議をいただく前に、まずこの分科会でご意見をお聞

きする一級河川の指定の視点等につきまして、ご説明をさせていただきたいと思います。 
 まず、１ページをご覧をいただきたいと思います。上の囲みのところをご覧いただきま

す。現行の河川法は昭和３９年に制定されてございますけれども、水系を一貫して総合的

に管理を行うということとされてるところでございます。河川の重要度に応じまして、国

土保全上又は国民生活上特に重要な水系として、一級水系というものを政令で指定をいた

しました。その中で河川法上の河川として管理する区間を、国土交通大臣が一級河川とし

て指定をするという仕組みになっているところでございます。それ以外に、知事が指定し

ます二級河川その他があるというところでございます。 
 一級水系の指定の基準につきましては、下３分の２ほどに囲みがございますけれども、

省令におきまして基準が書いてございます。幾つか書いてございますけれども、左上のほ

うからご覧いただきますと、流域面積ですとか、あるいはその下、想定氾濫区域内の面積、

あるいは、人口などなど、幾つかの基準が省令において定められてるというところでござ

います。 
 ２ページをご覧をいただきますと、河川法の４条を載せておりますけれども、そこに今
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ご説明した内容が、４条の第１項に規定をされてるところでございます。 
 ３ページをご覧いただきます。現在、全国で１０９の水系が、一級水系という形で政令

で指定をされておるというところでございます。 
 それから４ページでございます。上のほうをご覧いただきます。一級河川は、河川管理

者は国土交通大臣でございますけれども、そこが２つ枝分かれしてございます。その中で

も、大臣が直轄で管理をする区間と、一部の管理事務を都道府県知事又は指定都市の長に

行わせる指定区間に分かれているということでございます。 
 今ご説明した国と地方の役割みたいなものを、５ページにポンチ絵模式図で書いたもの

がございますけれども、説明は省略をさせていただきたいと思います。 
 それから６ページから１１ページにかけましては、関連する事項といたしまして道路あ

るいは港湾の指定の手続、あるいは９ページからは一級河川に指定された場合の効果など

についての記載をさせていただいておりますが、本日は説明は省略はさせていただきたい

と思います。 
 少し飛びまして１２ページをご覧いただければと思います。一級河川指定の流れという

ものを記載をさせていただいております。３つ目の囲みをご覧いただきますと、「各省協

議・関係都道府県への意見照会」書いてございますけれども、その下に、社会資本整備審

議会への意見聴取というものが規定されてございます。 
 最後といたしましては、官報において一級河川の指定を告示するという形になってると

ころでございます。本分科会にお聴きするのは下から２つ目の枠、審議会への意見聴取と

いうところでございます。 
 １３ページご覧いただきますと、「一級河川指定の視点」と書いてございます。どのよう

なものを一級河川として指定しているかということでございます。一級水系、先ほど１０

９指定されているというふうに申し上げましたけれども、それに係る河川の区間の内、一

級河川として他の区間、他の一級河川と一体として管理する必要がある区間につきまして、

次の１から５のいずれかに該当するものを一級河川として指定するということでございま

す。 
 こういった一級河川指定の視点につきましては、昨年の本分科会におきましても、説明

してご確認をいただいてるところでございます。今回ご審議いただく河川指定も、これら

の視点に基づいて行っているというものでございます。 
 ５つございますけれども、１が、河川整備の必要があることという視点でございます。

２が利水の視点でございます。３が河川環境の整備、保全の視点。４が、１から３に関連

をいたしましてのダム等の施設の管理の視点。５が若干毛色が違いますけれども、その他

でございますが、既に指定済みの河川において、流路の変更等の事情によりまして、上下

流端の変更などが生ずるものということになってるところでございます。 
 現在１０９水系の大枠の中で、一級河川の指定について１万４０００河川指定されてお

ります。総延長は８万８０００キロが指定をされてるということで、相当程度、指定が行
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われてる。その中で、この分科会で議論をいただきます毎年の河川指定、一級河川の指定

につきましては、若干の区間を追加的に指定するとか一部を変更するという形での変更と

いう形もございますし、１３ページで申し上げますと、５の例というものも多いというの

が実態ということでございます。 
 資料２‐１のほうに戻っていただきまして、今回議論いただきます一級河川指定の内容

についてご説明をさせていただきます。 
 改めて河川法の４条を載せておりますけれども、第３項を赤くしてございますけれども、

この分科会で議論をするという根拠条文が３項でございます。なお、今回河川指定をご議

論いただく５水系５河川につきましては、関係行政機関の長及び関係府県知事からは支障

がない旨の回答をいただいてるということでございます。 
 ２ページをご覧いただきたいと思います。審議会への諮問文と、右側が分科会への付託

文の写しを載せてるところでございます。 
 ３、４ページは、ちょっと見開きの形でご覧をいただければと思いますけれども、今回

ご議論いただく河川指定等の概要でございます。３ページの黄色いところをご覧いただけ

ればと思いますけれども、今回の河川は５水系で５河川、全体で５．３キロの延長が延び

るという形での指定になってございます。４ページは、全国の位置図になってるところで

ございます。 
 それから５ページに、今回の指定の一覧表がございます。５河川でございますので、６

ページ以降、簡単に個別にご説明をさせていただきたいというふうに思います。 
 まず①が、宮城県の鳴瀬川水系の田川の関係でございます。河川指定の概要のところを

ご覧いただきます。田川におきましては、鳴瀬川総合開発事業におきまして、田川ダムの

建設ということが計画されているところでございましたけれども、昨年８月にダム検証を

行った結果、総合開発事業の田川ダムの建設というもの、それから宮城県県域の事業でご

ざいます筒砂子ダム建設事業、これを統合して、筒砂子ダム建設の規模の拡大によって田

川ダムの建設を中止するという結論が得られたところでございます。田川ダムの影響範囲

でなくなった区間について上流端を減らすと、延長を減らすという河川指定変更の手続を

行うということでございます。７ページも同様でございます。 
 ８ページをご覧いただきたいと思います。同じく宮城県の名取川水系の川内沢川放水路

というものでございます。 
 ８ページの左側をご覧いただきますと、この川の沿線には、仙台空港ですとか、あるい

は９ページをご覧いただきますと、空港へのアクセス鉄道、国道等、公共施設が集中して

るところでございます。平成６年９月の豪雨で甚大な被害が生じたところでございまして、

９ページに青い太線で書いてございます川内沢川放水路の整備が平成７年度より整備が行

われてきて、洪水を、増田川というところに流下させる対策が行われたところでございま

す。当該放水路が２５年度に完成したことから、今回、この放水路を一級河川として指定

するというものでございます。 
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 １０ページをご覧いただきたいと思います。これは秋田県の子吉川水系の桂川というこ

とでございます。子吉川の支川でございます芋川さらにその支川であります桂川でござい

ますけれども、この流域、平成１０年８月の洪水を機に、桂川の下流域での築堤ですとか、

ここにございます放水路の整備、それから放水路の分派点から上流の拡幅等の改修が行わ

れてきたところでございます。１１ページをご覧いただきますと、真ん中を通ります黒い

線がＪＲ羽越本線でございます、平成２６年度から羽越本線との交差箇所の上流区間での

改修に着手するということで、その整備に必要となる区間を、河川上流端を変更するとい

うものでございます。 
 １２ページをご覧いただきたいと思います。岐阜県の木曾川水系加納川というものでご

ざいます。１２ページ左側を見ていただきますと、加納川の下流域に水門川というのがご

ざいますけれども、水門川流域で、浸水被害が頻発してる地域でございまして、治水対策

が行われているところでございます。その一環として、加納川の上流で調整池を整備する

計画があるわけでございますけれども、用地取得の難航によりまして、調整池の設置箇所

をより加納川の上流に変更するということになったということで、その整備に、平成２６

年度から着手をするということでございます。その必要となる区間について、同じく上流

端を変更するということでございます。 
 それから、１４ページをご覧いただきたいとございます。京都府の淀川水系の大井手川

というものでございます。こちらは、関西学研都市の建設計画に基づいて行われておりま

す区画整理事業の施行に伴いまして、１５ページのところをご覧をいただければと思いま

すけれども、黄色いところが現行の河川でございます。それを水色の形に直線にするとい

う形で治水機能の向上を図るための工事が行われてきて、２５年度に付替え工事が完成し

たということで、その区間の変更を行うというものでございます。 
 最後１６ページが、今回ご説明いたしました①から⑤が、一級河川指定の先ほど資料２

‐２で、ここでご説明しました河川指定の指定のどれに該当するかということでございま

す。②から④につきましては、河川整備の必要から指定するもの、それから①と⑤につき

ましては、５のその他ということでございますけれども、流路の変更等によって上流端の

変更をするものというものでございます。 
 最後１７ページに、今回の河川指定を行った場合の告示の案を記載しているところでご

ざいます。 
 説明は駆け足でございましたけれども、以上でございます。ご審議のほう、よろしくお

願いいたします。 
【分科会長】 はい、ありがとうございました。 
 それでは、ただいまの説明につきまして、ご意見、ご質問等ございましたら、ご発言を

お願いします。 
【○○委員】 じゃあ、ちょっと私から。 
【分科会長】 はい、どうぞよろしくお願いします。 
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【○○委員】 一級河川の指定のときに、それが直轄管理区間か指定区間かというふうな

ことは、この手続の中ではやらないんでしょうか。一級河川になったからといって、ある

部分は直轄だし、ある部分は県管理ということがあるし、今回も県管理の部分が多いです

ね。直轄か指定区間かというのは、どの段階で決められるのでしょうか。 
【分科会長】 じゃあ、事務局、お願いします。 
【事務局】 直轄か指定区間かの違いにつきましては、資料２‐２の４ページでご説明さ

せていただきましたけれども、今回行いますのは一級河川指定ということで、直轄区間か

指定区間、要は、指定区間に指定するかについては、この一級河川指定が審議された後に

次の段階で、あるいは同時並行といいましょうか、それは審議会の意見をという形ではな

くて、行政内部のほうで手続を進めるという形になってるところでございます。 
【分科会長】 もうちょっと分かりやすくお話をいただければ。 
【事務局】 ちょっと条文を付けておらないんでございますけれども、河川法の第９条に

規定がございまして、一級河川の内、指定区間を指定するという手続が、河川法の第９条

に規定がございます。これにつきましては、一級河川の存する部分の都道府県を統括する

都道府県知事に管理を行わせるということにつきまして、これは関係都道府県知事の意見

を聞いた上で国土交通大臣が指定をするという手続になってるというところでございます。

その場合には、社会資本整備審議会の意見を聞くという手続はとられていないというとこ

ろでございます。 
【○○委員】 同時に区間指定するけれども、審議会という手続を踏まないということで

すね。 
【事務局】 ちょっと同時という言い方は適切じゃなかったかもしれませんけれども、一

級河川の指定が終わりましたら、ただちにその手続も行政内で、今申し上げたような手続

をしていくということになります。 
【○○委員】 分かりました。ありがとうございます。 
【分科会長】 ほかには、いかがでしょうか。 
 よろしいでしょうか。○○先生から前の分科会で、ご意見が出て、それに対していろい

ろ事務局は整理されて、そして、それに基づいて議論を進めています。 
 県のほうから国に対してどういう形で出てくるんですか。教えてほしいんですが。もう、

これに決まりましたというか、議論してくださいって出てくるんですか。いろんな議論も

あったということも、それなりに問題によっては議論を受けてやられてるわけですかね。

その辺の背景も教えていただければと思います。 
【事務局】 先ほど申し上げましたように、一級河川の指定、相当程度、延長で申し上げ

ると８万８０００キロという形でもされてございます。毎年の指定につきましては、当然、

直轄でやる区間もございますし、また都道府県知事が指定区間として事業を行う箇所等ご

ざいますので、それぞれ必要性が生じたところを、整備局がまず県にヒアリングをして、

次年度以降、事業を予定してるというような箇所についてヒアリングをさせていただく。
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それを本省のほうで吸い上げて、関係機関との調整をした上で、この審議会にお諮りする

という形になってるところでございます。 
【分科会長】 ありがとうございました。よろしいでしょうか。 
 それでは、付議条件に対する当分科会の結論を出したいと思います。ただいまご審議い

ただきました河川法第４条第１項の一級河川の指定等については、当分科会として適当と

認めることといたしたいと思いますが、いかがでしょうか。 
 はい、ありがとうございました。それでは、そのようにいたします。 
 次の審議事項は、津波浸水想定について、静岡県、大阪府、兵庫県、和歌山県、岡山県、

広島県、山口県、香川県、愛媛県、長崎県、熊本県及び大分県等の津波浸水想定について

でございます。 
 本件は、本年４月８日付で国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に付議され、４月

２４日付で、当会長から河川分科会会長に付託されたものであります。 
 それでは、事務局から説明をお願いします。 
【事務局】 ○○でございます。座ってご説明をさせていただきます。 
 資料３‐１、３‐２、３‐３、３‐２８を用いてご説明をさせていただきます。まず、

資料３‐１をご覧ください。 
 １ページ目、２ページ目でございますけども、津波防災地域づくりに関する法律の概要

でございます。この法律では、都道府県知事が津波の浸水想定というものを設定し、それ

に基づいて市町村が推進計画を作成するとか、また都道府県知事が津波災害警戒区域を指

定するといった法律になってございます。 
 その中で津波浸水想定を設定する場合でございますけれども、１ページ目の右肩に赤く

枠がけをしておりますが、法律の第８条の４、５に、まず都道府県知事は津波浸水想定を

設定したときには、国土交通大臣に報告をするということになってございます。その報告

を受けた国土交通大臣は、社会資本整備審議会の意見を聞くものとして、必要があると認

めるときには、都道府県知事に対して必要な勧告をすることができるという形になってご

ざいます。 
 ２ページ目は、その法律のフロー図になってございます。 
 ３ページ目でございます。今、津波浸水想定の設定状況でございますけれども、１７府

県において設定公表済みということになってございます。上の５つの県につきましては、

前回までに審議をいただいてございます。今回は、熊本県から長崎県に至る表でいきます

と、赤い色をつけております１２府県についてご審議をいただくということでございます。 
 １２府県すべてを説明するのではなく、代表的な静岡県について設定の手続をご説明さ

せていただき、残りの１１府県については、資料３‐２の総括表でご説明をさせていただ

きます。 
 ４ページ目でございますけれども、静岡県の津波浸水想定の設定でございますが、まず

静岡県につきましては、海岸線が約５０６キロということでございます。その内の中で、
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今回は伊東から熱海にかかる相模トラフの地震で決まっていくところを除いた４４７キロ

について設定をしているということでございます。西のほうから遠州灘、それから駿河湾、

それから伊豆半島沿岸ということで、この地域について設定をさせていただいてございま

す。 
 ５ページ目でございますけれども、静岡県の津波浸水想定の設定のため、過去に発生し

た津波の整理をさせていただいております。東海、東南海、南海トラフ等において起こっ

た地震についてまとめさせていただいております。 
 今回、最大クラスの津波を引き起こす断層モデルとしては、６ページ目にございますよ

うに、内閣府が発表しております南海トラフ巨大地震モデルの検討会で出ておりますマグ

ニチュード９．１というものの各ケースを用いて、設定を行っているところでございます。

断層モデルは、これを使用させていただいてるということでございます。 
 ７ページ目でございますけれども、断層モデルで津波の計算をさせていただいておりま

すが、地上部での施設の条件をどのように決めているかというのが、７ページ目の③各施

設の条件設定ということでございますが、防潮堤、海岸堤防それから護岸等の状況につき

ましては、液状化の危険調査であるとか堤防の耐震化調査をしているか、していないかと

いうことで判断をし、調査をしていれば、その調査に基づいて、地震動に対し、沈下する

か、しないかを評価をさせていただいております。仮にそういう調査がない場合について

は、基本的には、すべて地震と同時に倒壊するか、もしくは堤防が７５％沈下するかとい

うようなことを条件で計算をさせていただいております。 
 このような計算条件で計算をした結果が、④で書いてございますように、浸水域と浸水

深について、法定でこのような図面で公表をすることになってございます。 
 これ以外にも、８ページ目でございますけども、参考事項として、津波の影響開始時間

であるとか最大津波の到達時間であるとか最大津波の水位等々について、各県について発

表がなされているというところでございます。 
 これは、静岡県を用いまして設定の手順と公表の内容というのをご説明させていただき

ましたが、具体的に各県から国土交通大臣に報告された資料は、お手元の分厚いファイル

の資料４から２７で報告を受けております。これをまとめているのが、資料の３‐２で、

熊本県から長崎県までの１２府県分をまとめさせていただいております。 
 まず１ページ目、２ページ目、３ページ目につきましては、各県が用いている断層モデ

ル、何を用いているかということでございますが、今回は基本的に南海トラフ沿岸域とい

うことでございますので、基本的には、内閣府が出しております断層モデルというものを

活用しているということでございます。 
 熊本県それから広島県、山口県、大分県、長崎県につきましては、独自の各県の近傍で

起きる断層モデルも独自モデルとして計算をし、そのほうが大きくなれば、そちらのほう

の浸水域を使っているというような状況でございます。 
 ４ページ目以降が、先ほどの影響開始時間から浸水面積等について、まとめているもの
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でございます。図面につきましては、先ほどの報告資料、お手元の分厚いファイルの中に

すべて載っているという形でございます。 
 この中で見ていただきますと、例えば４ページ目の浸水面積のところですけれども、内

閣府の公表のものと今回浸水面積を出しているものというものが、非常に大きく変わって

いるものがございます。この原因は、内閣府の場合は、堤防は破壊しないという形で計算

しておりますが、今回の津波浸水想定では、地震が起こったときに防潮堤等がどういう状

況になるかということを踏まえた計算をしており、特にゼロメーター地帯みたいなところ

を抱えているところにつきましては、そのような条件を踏まえて、浸水面積が大幅に増え

るというような形になってございます。 
 また特徴的なところでございますと、５ページ目を見ていただきますと、例えば和歌山

県は、津波到達時間というのが３分ということで、地震が起こってから到達するまでの時

間が極めて短い時間で来てしまうということで、このようなところにつきましては、県で

これから検討していく避難計画であるとか、そのようなところに、このような情報をしっ

かり生かしていくことが必要であるということでございます。 
 資料３‐３をご覧ください。前回のこの場でも、いろいろな情報がいろいろなところか

ら出ているが、それについてはしっかり、必要なものについては各県、国のほうで統一し

て指導して出していただければどうかというような指摘がありましたので、まとめさせて

いただいております。必須と書かれているのは、これは法定事項ですので、必ず公表され

ることになります。独自というところについて、まとめさせていただいております。 
 ここに記載されている事項以外にも、陸域の津波の遡上時間であるとか市町村別の浸水

面積等についても各府県が独自に公表されておりますが、ここに記載させていただいてる

ものは、国としても公表していったらどうかということで考えているものです。今回報告

があった１２府県は、赤く枠囲いをしてる熊本県から長崎県でございます。 
 その中でも、例えば熊本県の中で、津波の影響開始時間から到達時間がないというよう

なところがございます。ここについては、例えば熊本の場合ですと干拓堤防でつかるとこ

ろが多いということで、これは、津波が来る前に、地震が起きた瞬間に堤防がなくなって

浸水が始まるということでいくと、逃げることを考えれば、そういう到達時間とか影響開

始時間ではなくて、津波が起きたら、地震が起きたらすぐ逃げなきゃいけないということ

で、逆に出すことによって誤解を招くようなところについては、各県、様々な考慮をされ

て出されていないものもあるということでございます。 
 以上が、今日ご審議いただく津波浸水想定の１２府県分の概要のご説明でございます。 
 続いて資料３‐２８で、浸水想定設定に係る課題と、今後それを使ってどのような取り

組みが進んでいるかということについて、ご説明をさせていただきます。 
 資料３‐２８でございますけども、まず浸水想定の取り組みについては、今ご説明させ

ていただいたとおり、１７府県で設定がされてるということでございます。このような中

で、隣県との調整であるとか国として見ておかなきゃいけないものというようなことで、
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全体を１０ブロックに分けて、各県が調整できるようなブロック会議というものを行いな

がら進めているところでございます。 
 そのような中で、２ページ目で今現在、設定されてるところを見ていただきますと、こ

の赤く色づけしているところが既に公表されているとこですが、南海トラフ沿いでいきま

すと、三重県、愛知県というようなところが、まだ未公表であり、また、相模トラフ、首

都直下というようなところについては、伊豆半島の伊東から北側、それから神奈川県、東

京都、千葉県というようなところについては、昨年の１２月１９日に内閣府で断層モデル

が公表されたということで、今、鋭意作業を進めているというところでございます。 
 また東北の太平洋、被災３県のところにつきましては、今、鋭意、最大クラスも考えた

上でのまちづくりが進んでいるということですので、ここについては、まだ設定の作業は

行われていないところでございます。 
 また大きな問題としては、日本海側ついては、内閣府等の国から断層モデルが示されて

いないということで、まだ未設定ということになってございます。 
 ３ページ目、４ページ目でございますが、ここにつきましては、国交省それから文科省、

内閣府で共同して、日本海側の断層モデルを発表するような形で、今、作業を進めている

というところでございます。 
 ５ページ目でございますけれども、推進計画の策定状況がどうかということでございま

すが、今、静岡県の焼津市、浜松市におきまして、全国で第１号、第２号ということで推

進計画の作成がなされているところでございます。 
 ６ページ目、７ページ目は、その各推進計画の概要でございますが、各ほかの地域にお

いても、例えば８ページ目でございますが、宮崎県におきましては、沿岸市町村でしっか

りこの推進計画ができるようにということで、県それから地方整備局、沿岸市町村が集ま

って連絡会を作り、作成の作業を進めているというようなことでございます。 
 ９ページ目でございますけども、津波災害警戒区域の指定状況はどうかということでご

ざいますが、これにつきましては、徳島県で、全国初ということで津波災害警戒区域の指

定がなされているということでございます。 
 このような形で、区域とそれから１０ｍメッシュの基準水位というものが表されていて、

避難場所の高さをどこまで持って行くかというようなことにつきましては、これを見てし

っかり進めていくことができるということでございます。 
 １０ページ目が、同様に、静岡県におきましても津波災害警戒区域を設定するという検

討会が開かれ、今年度中に手引きを作成し、整った市町村から順次指定をしていきたいと

いうふうに静岡県は考えているということでございます。 
 今後の津波防災地域づくりの取り組みでございますが、１１ページ目は、先ほどご説明

した津波浸水想定の設定の状況の現状と取り組み、また１２ページ目は、推進計画につい

て今はどうなっているかということ、それから、津波災害警戒区域等の指定についてもど

うなっているかということについて、現状と今後の取り組みというものをまとめさせてい
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ただいております。 
 どちらにいたしましても、意見交換会、ブロック会議、またマニュアル等を作るという

ようなことを積極的に国としてもさせていただきまして、この取り組みが進むように進め

てまいりたいと考えてございます。 
 説明は、以上とさせていただきます。 
【分科会長】 はい。ありがとうございました。 
 それでは、ただいまの説明につきましてご意見、ご質問等いただきます。それじゃあ、

○○委員、お願いします。 
【○○委員】 まだこれ今、今後の取り組みというのが書いてあるぐらいですから、今現

在検討なさってる途中というか、全部もう終わったというわけじゃないですね。 
【事務局】 はい。 
【○○委員】 だと思うんですけど、大体のマイルストーンとしては、大体どこまでやっ

たら、まあいいかっていうところまで来るんですか。今で大体どのぐらいの検討が終わっ

てるのかという、ちょっと言い方は難しいかもしれませんけど、最低ここまでは検討しな

きゃいけないだろうというところを１０としたら、今大体どのぐらいまで来てるのかとい

うことと、それが一体いつ、じゃあ大体のところが、そこの一応のところまで行くのかっ

ていうのは、どうなってるんでしょうか。 
【事務局】 はい、ありがとうございます。 
【○○委員】 もう１つあるんですけど、今これが１個目。 
【事務局】 はい。まず、浸水想定の設定ということが、これについては、海がある３４

都道府県について設定をしていたということでございますが、太平洋側については、基本

的に断層モデルというのがすべて出そろっておりますので、なるべく早期にといいますか、

今年度中になるべくできるような形で考えていきたいと。ただ被災３県については、また

別の取扱いで考えていければと思っております。 
 日本海側については、先ほどご説明をさせていただいたように、国での断層モデルを今

検討しておりまして、それを早急に出していくということで検討会を進めているところで

ございます。断層モデルができた後、各県がその断層モデルを活用して浸水想定を作って

いくということになるので、若干時間が、来年度等ぐらいまでかかるのではないかと思っ

ております。 
 その後、どういう状況になるかということでございますけれども、浸水想定が出た後は、

推進計画の作成、津波災害警戒区域等の指定をしていくということになります、まず資料

でいきますと資料の３‐１の１３ページ目に津波災害警戒区域、１４ページに津波災害特

別警戒区域というものがございます。 
 津波災害警戒区域については、避難計画を立てるとか、そういう土地利用規制がかから

ない状況のものですが、ここについては、やはり津波がどこまで来て、それについて、ど

う避難をしていくかということについては、関係都道府県すべてのところで、この警戒区
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域についてはかけていただきたいなというふうに国としては考えているところでございま

す。 
 ただ、ご説明させていただいたように、まだ取り組みが始まったところで、徳島県だけ

が今設定されているという状況でございますので、予想として大体いつごろまでにという

タイムスパンを、ちょっと持ち合わせている状況ではございません。 
 それと、もう１つ推進計画でございますけども、推進計画についても、浸水想定ができ

て、ようやく静岡県の中で焼津市それから浜松市で、ようやく第１号、第２号というのが

でき上がってきているということでございます。浸水想定ができ上がった後に進んでいる

ということでございますので、かなりのスピードでこの２市についてはやっていただいて

るいという理解をしておりますけれども、今後、同様に推進計画について、しっかり各市

町村において作っていただきたいというふうに考えておりますけども、ここについても、

いつまでにという目安を今持ち合わせておりませんが、先ほどご説明させていただきまし

たように、国としても、その設定に資するようなワークショップであるとか事例集である

とかというものを積極的に出して、これをやることのメリットなりということについてご

説明をさせていただきながら進めていきたいと考えております。 
【○○委員】 何かこういうところは割と多くの人が関心を持つところだと思うんで、何

かもうちょっとスピード感が出てるような印象を与えるというか、印象だけじゃ困るんだ

けど、何かもうちょっと早く検討したほうがいいかなっていう気がするのと、やっぱり、

どの辺までにどうしようというのを決めたほうがいいんじゃないかと思いますけどね。 
 そういうことができないんだったら、やっぱり途中過程でも、できる限りの情報をオー

プンデータとして、こういうものこそやっぱりオープンにして、どういうふうにその検討

が進んでるのかというのを、できるだけ速やかに公表するようにしたほうがいいんじゃな

いかと思います。 
 慎重にいろんな人の意見を聞こうとすると、なかなかワークショップを開くとか何とか

をしてとか、いろんな人の意見を聞いてということになっちゃうんでしょうけど、何年か

先とかっていうと、ちょっとやっぱり、今のいろんな情勢を考えると、何かもうちょっと

スピード感があってもいいのかなという気が、私としては思いますけれども。 
 以上です。 
【分科会長】 ほかに。どうぞ。 
【○○委員】 ○○でございます。 
 どうもありがとうございます、ご説明いただきまして。 
 この件は審議事項に入ってるわけですね。審議すべきことは、こういう想定でいいでし

ょうかということを審議するのかどうかっていうところだけ、まず、ちょっと教えていた

だきたいんですけど。 
【分科会長】 事務局、お願いします。 
【事務局】 はい。審議事項になっているのは浸水想定の設定のところでございます。こ
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れについては、法律上は各県、都道府県知事が設定するということになってございますけ

れども、例えば静岡県と隣県の愛知県の接続部で全然違うモデルを使っていて違う浸水想

定になっているというようなことについては、非常に全体的な防災計画としても課題があ

るということですので、そこについては私どもとしても、まず断層モデルに大きな食い違

いがないかというようなこと、それから、施設の崩壊状況とか設定状況に大きく違いがな

いかということを確認させていただいております。 
 先ほど資料の３‐２でまとめさせていただいたように、大きく各県で不整合があるとい

うような状況ではないと考えております。 
【○○委員】 そこのところを見てくださいという意味ですね、この審議の過程は。 
【事務局】 はい。 
【○○委員】 それで、国としてというか、霞が関でこれをやることの意義という意味で

申し上げて、そこにどう取り組まれるかということを質問しようと思ってるんですけども。 
 東日本大震災以外についても、防潮堤の整備とまちづくりの姿、形については、いろん

な論議がありますね。 
 岩手県について、全海岸について調べてみたんですけども、計算で出てくる数値と防潮

堤の整備高は、一致してるとこももちろんいっぱいあるんだけども、一致させてないとこ

も幾つかありましてね。これは地元、漁業上の使い方であるとか、観光上海岸を使いたい

から、もう少し低くしようねとか、あるいは、前からないんだから、ないままにしよう、

こういうのが岩手県はあるんですね。 
 それで一方で宮城県は、そういうことでも必ずしもないというのは、いろいろあるんで

すが、今回も拝見して見ると、例えば１、１つの側面で言うと、隣同士の広島県と岡山県

で、さっきあったように、震源をどういうふうに、別のものを仮定してるか次第なんでし

ょうけども、結果的に津波影響開始時間が同じくプラスマイナス２０センチなんだけども、

片っぽは０分で、片っぽは１１６分というようなとこについては、想定が違うんだから結

果が違って当然という面もありますけども、どうかなっていう面もないことはない。 
 一方で断層の仮定なんだけれども、現場で言うと、これ仮定して計算すると、金科玉条

のごとく、そのシミュレーションは、もう神様が決めたかのような扱いを受けるんですね。

実際はこんなもの、また違う地震が起これば、また変えられちゃうんだから、これ自身が

誤差を持ってる話であって。 
 したがって、これをあまりにも几帳面に守ったってしょうがないし、それで要するに思

考停止になるのはばかげた話で。隣近所の見方を、やり方を見ながら、うちはもうちょっ

とこうしようかねとか、うちの場合はこうだろうねっていう考える糧として違いが見える

ほうがいいんですね。 
 だから何が言いたいかというと、せっかくこうやって各県がそれぞれ独自の考え方なり

何なりを出してるのであれば、各県民は自分とこしか見る機会は多分ない。だけど、それ

を隣近所を見合わせることによって、自分たちのやり方がもう少し微調整したいなという
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ようなデルファイ法みたいなものが効いてくるのが健全な姿だと思うんですよ。 
 あと、○○先生がおっしゃるとおりスピードも大事なんですけども、ある種の納得と飲

み込み感というようなものは、やっぱりやってく必要があるので、急ぎ決めつつ、それは

あくまで暫定値であって、横の近所を並べて見たときにもう１回調整しましょうねみたい

なフレキシビリティみたいなものもやっぱり置いときたいし、それを見せるという義務が、

僕は国にあるんじゃないかと思うんですね。 
 そこのとこを、ぜひ期待するところなんですが、もしその辺、国交省としてお考えのや

り方がこれからあれば、教えていただきたいなと思って、発言させていただきました。 
【分科会長】 はい、ありがとうございます。それでは、お願いします。 
【事務局】 はい。まず１点目の防潮堤の関係とこの浸水想定、どういう関係になってい

るのかと、また宮城県、岩手県等々の中で考え方はどうなのかというご質問でございまし

た。 
 まず防潮堤の高さについては、直接最大クラスの津波ではなくて、Ｌ１といわれる比較

的浅いとこ。 
【○○委員】 今のは、そういったことではなくて、全体を並べて見せるというのを国交

省として、どういうふうに取り組もうとしてるか。その辺だけでけっこうです。 
【分科会長】 個別にどうこうではなくて、もう少し全体としての考え方ですね。 
【事務局】 分かりました。 
 まず、各県、どうやっているかということについては、まず住民の方に十分示されてい

るかというと、そこが不十分かもしれませんけれども、まず各県同士は情報交換する場を

設けておりまして、先ほど言ったように、１０ブロックのブロック会議をして、毎年情報

交換をするというような形で、各県がどうやっているかという意見交換をさせていただい

てるということでございます。 
 それと、住民に対して、ほかの県がどういうことをやっているかということについては、

そこはまだ十分出ていないのではないかなと私も推測させていただきますので、そういう

ことが次の議論に結びつくような形でどう出していけばいいのか等については、もう少し

検討させていただいて、しっかり住民の場でも、ほかの県ではこんなことをやっていると

いう情報が少なくとも取れるような状態にはさせていただければと思います。 
 それと、いろいろ各県がやったもので見直しをしていくのかどうかということですが、

これについては、基本的に地震の関係については新たな知見がどんどん出てくるというこ

とでございますし、内閣府等で断層モデルの見直しというのも定期的にされるということ

でございますので、そこについては、基本的にはしっかり見直しをしていくということで

ございます。あとの県が、新しい情報を使って計算をし直して違う新たな知見が入ったと

いうときには、それをもう一遍、隣の県にフィードバックをしてやっていくということに

ついては十分お話をさせていただいておりますし、そういうふうな形で各県にお話をして

いきたいと思います。 
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 ただ、今は、まず１回目を作っているところなので、なかなか十分、その次の見直しと

いうところまで至っている県はございませんけれども、県の前後の関係の中で、そういう

情報は十分お伝えをしながら進めていきたいと思います。 
【○○委員】 分かりました。 
【分科会長】 僕は、今の○○先生、○○先生のご意見を聞きながら思ったのは、やって

くれるのはいいんだけれども、これだけ多くなってきてるから、もうそろそろ理解しても

らうこともやらないと、この委員会だけでいいんだっていっても、まずいですね。 
 それからもう１つは、これは、浸水想定はここでやるけども、推進計画とかは、社会資

本整備、計画部会とも関係してきますよね。そういったところでも今のような議論が中で

も出てこなきゃならない、議論もしていかなければならないと思います。 
 それじゃあ、○○先生。 
【○○委員】 はい。先走りなのかもしれないんですけれども、津波の浸水想定が出てき

て、実際に地域に住んでる人が、それをどの程度怖がっていいのかとか、ここは実際どの

程度浸水するというのかっていうのが本当分かりにくいんですよ。外水氾濫の例が分かり

やすいんで、外水氾濫は丸ごと町ごとハザードマップというのを国土交通省、あれは助成

金の事業になってるのがありますね。やってるとことやってないとこがあるんですよ。津

波やなんかだと、横浜市の鶴見区はやってるけど、すぐ隣の川崎市はやってないとか。 
 そこへ行くと、ここは１５０年に１度の波だと、このくらい来ますよとか、多摩川氾濫

してもこんなに来ますとか貼ってあるんですね。そのわきに浸水想定に関する情報がある

んですけど、浸水想定に関しては、多分、僕が知ってる横浜市は、ここは地面が何メート

ルだということしか書いてないんで、何も分かんないんですよ。ここは地面高が３メート

ルだと言われて安心していいのか、不安になっていいのか、分かんないじゃないですか。 
 場合によっては、津波、津波と言ってるから過剰に津波を恐れていて、実はそこ、１５

０年に１度と言わず、かなりの雨が降ると、その場所２メートル、３メートル水没します

よというところで、水害を恐れず津波を恐れてる地域もいっぱいあるんですよ。 
 だから僕、こういうことについては国土交通省が、基本的にこういう表示の仕方をしろ

とか、こういう表示の仕方はしちゃいけないとか、補助金を適切なものには付けるとか、

そういうことをやっぱり、浸水想定の作業と並行して、どっかでソフト事業としてぜひ進

めていただいて、外水氾濫の問題だと、まだどうにもならないし、これに内水氾濫の話が

出てくると、もっと分かんないんですよ。住んでる人は何でこういうの、水が来たら困る

わけだから、住んでる人の気持ちになって、何か総合的なことを検討を始めていただきた

いなと思ってます。 
【分科会長】 はい、ありがとうございます。 
 では、○○先生、お願いします。 
【○○委員】 はい。資料を国のほうで整理していただいて一覧で見せていただいたので、

大変よく分かりました。それから、フォローアップの推進計画のほうも、ご説明いただい
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たのでよく分かりました。 
 今後は、市町村が頑張って推進計画を作っていただけるようにということだろうと思う

んですけれども、こちらのほうは市町村が作るということで、こういう情報を手にはした

ものの、なかなか実際にどうやって作ればいいかということで皆さん苦労をされていると

聞いています。 
 焼津と浜松も、私の聞いた範囲ですと、確か中部地方整備局が中心になって、ここをモ

デル都市として選定されてやられた作業の中で、割合とこういうふうに早く推進計画がで

きたというような状況があると認識してますので、やっぱり国の支援、特に地方整備局で

これ相当支援をされるということが今後の推進には大事なのかなと思いますので、ぜひ、

その辺りを、先ほどの横並びの議論も含めて、国の支援のほうも引き続きどうぞよろしく

お願いしますということです。意見です。 
【分科会長】 ほかには、いかがでしょうか。はい、○○委員、お願いします。 
【○○委員】 河川分科会で審議する内容のポイントは、この浸水想定だということです

が、それをベースにいろいろ考えていくことについても、議論がされるのは結構かと思い

ます。ただちょっと浸水想定について、内閣府の浸水想定と大きく異なっているところが

気になります。これの主な原因は、先ほどのご説明によると、防潮堤等の効果をどう見る

かということで、比較的最悪の条件での想定今回の浸水想定だということだとうかがいま

した。 
 河川でも、先ほど工事の話が出ましたが、河川のほうも浸水想定をしています。そのと

きには、河川整備が進むと、このように浸水想定区域は減っていきますよというような議

論をしますね。 
 津波の場合は、防潮堤あるいは、それの耐震対策が進むと浸水想定がどう変わるかとい

う議論はされないまま、最大の、最悪の浸水想定のまま、推進計画であるとか警戒地域の

特定とかを進めていこうというふうな流れなのでしょうか。 
【事務局】 先ほどの１つの破壊条件等をどう考えるかということでございますけども、

資料３‐１の７ページにございますように、今パターンを３つほどに分けているというこ

とでございます。 
 多くの県は７ページのパターン２ということで、十分に海岸保全施設等の耐震調査がな

されていないので、４分の１は残るだろうという過去の結果を基にやっています。 
 ただ、例えば大阪府のように、しっかり調査が終わっているというところについては、

その条件を入れてその強震動を起こさせて、沈下をしないと、破壊をしないというような

ことで計算をしているところもございますので、しっかり耐震補強がなされ、そういう耐

震強化がなされれば、浸水想定は減っていくという状況でございます。 
 あともう１点あるのは、技術的に、越流をしたときに堤防がどうなるかということにつ

いて、十分知見が得られてないということがございます。 
 国土交通省としても、なるべく破壊がしない粘り強い堤防を造っていくということにな
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っていますけれども、乗り越えたときにどう考えるかというとこについては、乗り越えた

瞬間に破堤をするという条件で計算をするというマニュアルにもなっているので、そこの

ところについては、乗り越えたときに堤防がどういう状況になるか、粘り強い堤防にして

いると、どれぐらいもつかというような知見が入ってくれば、その部分も浸水域の設定の

中に効果を入れていくことが可能になると思っておりますけれども、そこの点については、

若干、技術開発なり今後の調査を考えていく必要もあると考えています。 
【○○委員】 よく分かりましたが、いずれにしましても、今回出た各県の浸水想定を審

議して、これでけっこうですというよりも、先ほどから何度もいろんな委員がおっしゃっ

ているように、やはり各県でいろんな事情で浸水想定を出して、違いがあるということを

認めて、そして各県がお互いのものを見ながら、国もある程度指導しながらというふうな

背景の中で、なるほど、こういうものが出ましたねということであればいいと思います。

ポツポツ出たきたのをそれぞれ、はい、けっこうですというわけではないなという気がし

ました。その辺、ご注意いただきたいと思います。 
【分科会長】 ありがとうございます。はい。 
【○○委員】 今のご説明だと、いろいろな調査するときの条件が違うと、違ってくると

いうことなんですけど、それは温度差っていうか、差が出るのは、原因は何ですか。それ

は例えば地方が、そこのそれぞれの地域がやらないからとか、だめだからっていう。だか

ら、終わってるとこがあると言いましたね。それと、だめなところもあるって言いました

ね。その一番理由は何なんですか。 
【事務局】 実態的に、海岸堤防は昭和２０年から３０年代に造っているという状況にな

っています。それが５０年間ぐらいの時期に入ってきておりますが、その時に耐震調査を

十分しているかというと、できていないところがあるという。 
【○○委員】 ということは、それは大変だからっていうこと。そういう調査をずっと今

までしてなかったとこに関しては、調査をするの自身が例えばお金がないとか、具体的に

言うと、そういうことなんですか。何か要するに、大変だっていうことなんですか。 
【事務局】 具体的に設計をした後に、次の補強に、耐震補強みたいなところ、している

ところについては、しっかり矢板を入れることなどをしていますが、そこまでの手立ての

ところまで至ってない県については。 
【○○委員】 至ってないってとこは、もう設計データもないと、設計図もないとか、そ

ういうことになっちゃってるから、それを調査するのはすごい大変だっていうのが、で、

こういう差が出てるんだということなんですね。はっきり言えば、そういうことですね。 
【事務局】 はい。 
【分科会長】 はい。皆さんのご意見は、いろいろ進んでる段階だから、その都度、見直

していくというのはそうなんだけれども、われわれがこれをよろしいということの背景を

ちゃんと理解しておくことが必要であるとの確認の上で、ただいまご審議いただきました、

静岡県をはじめとした１２府県の津波浸水想定については、今回の議論をちゃんと受けた
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上で、当分科会として適当と認めるということにしたいと思いますけど、いかがでしょう

か。 
 それでは適当と認めるということにいたします。今議論されたことをしっかりと今後反

映していただきたいと思います。どうぞよろしくお願いします。ありがとうございました。 
 各審議事項につきましては、各委員からいただきましたご意見等は、いずれも貴重なも

のでございますので、今後事務局におきまして十分検討し、政策の上に取り入れていただ

きたいと思います。 
 なお、社会資本整備審議会運営規則第８条第２項により、分科会の議決は、会長が適当

であると認めるときは、審議会の議決とすることができることとされていますので、本日

の審議事項３件につきましては、会長の承認を得て審議会の議決といたしたいと思います。 
 続きまして、報告事項に移らせていただきます。 
 最初の報告事項は、「新しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」についてでございま

す。資料４をご覧ください。 
 本年２月２７日付で、国土交通大臣から社会資本整備審議会会長へ「新しい時代の下水

道政策はいかにあるべきか」について諮問があり、本件は、３月７日付で同会長から河川

分科会会長あてに付託がなされました。 
 それでは、事務局より説明をお願いします。 
【事務局】 ○○でございます。座って説明させていただきます。 
 クリップ留めの資料４でございますが、クリップを外していただきまして、資料４‐１

と資料の４‐２を主にご説明させていただきます。 
 分科会長からお話がございましたとおり、２月２７日に国土交通大臣から社整審に、「新

しい時代の下水道政策はいかにあるべきか」という諮問をさせていただいております。公

文書につきましては資料４‐３にお付けをしておりますが、主な項目といたしましては、

資料４‐１の四角の中にありますように、まず、財政・人材の制約の中、施設が老朽化し

ていくといった中で、平常時・非常時ともに最適な下水道サービスを持続的に提供してい

くための取組方策。 
 ２つ目の丸でございますが、下水や下水汚泥等が有します水・資源・エネルギーの利活

用の観点、あるいは省エネ、低炭素という、環境に優しい地域づくり・社会づくりへの推

進方策。 
 ３つ目の丸でございますが、都市部における浸水対策についての取組方策。 
 ４つ目でございますが、下水道が有するポテンシャルを生かして水ビジネス等、海外へ

の事業展開を推進していくための方策ということでございます。 
 審議体制でございますが、社会資本整備審議会のほうから、３月７日に、河川分科会と、

もう１つ右側の列でございますが、都市計画・歴史的風土分科会の双方にそれぞれ付託さ

れております。 
 河川分科会におきましては、この下に下水道小委員会、また都市計画・歴史的風土分科
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会におきましては、その下に都市計画部会がございまして、その下に下水道小委員会をそ

れぞれ設置していただきまして、これらを合同開催するということで審議をお願いしたい

と考えております。 
 諮問の背景として、現状と課題について、資料４‐２でご説明をさせていただきます。 
 表紙を繰っていただきまして１ページでございますが、現在の下水道の整備状況でござ

います。全国約１５００自治体で下水道事業が実施されております。２４年度末のストッ

ク量としまして管路４５万キロ、処理場は約２２００箇所でございます。左のグラフでご

ざいますが、下水道によります汚水処理の人口普及率が７６％。右にございますように、

下水道のほか農業集落排水施設、浄化槽等の汚水処理の各施設を全部合わせた人口普及率

は８８％になりますが、これらについては、都道府県別の普及率を見ていただきますとま

だ未普及の地域がございます。それぞれのエリアの特性に合った施設で１０年での慨成を

目指しているところでございます。また、今後は本格的な管理運営の時代に適した施策展

開を講じていきたいということでございます。 
 次のページに行っていただきまして２ページ目、膨大な既存施設の老朽化の進行という

ことですが、現在、下水道ストックが増大する一方で、施設の老朽化も進行してございま

す。左上の管路の現状でございますが、５０年経過管が、現在１万キロメートルでござい

ますが、これがどんどん増えてまいります。処理場につきましては、右のグラフでござい

ますが、機械・電気設備がありますので、１５年経過したもので見ます。これにつきまし

ては、現在、１２００箇所、半数以上のところで１５年を経過しているという状況でござ

います。 
 下に、下水管路に起因する道路陥没のグラフを付けてございますが、平成２４年で約３

９００件の道路陥没が起こっています。これは、その右の円グラフにございますように、

９割以上が５０センチ未満の浅い陥没でございますが、この先、重大な影響を及ぼさない

ように防止・軽減するための適切なアセットマネジメントが必要になると考えてございま

す。 
 次のページに繰っていただきまして３ページ目、人材・財政面の現状と課題ということ

でございますが、左上のグラフにございますように、全国の下水道担当職員が、平成９年

度をピークに減少してきております。左下に都市規模別の平均職員数が書いてございます

が、特に中小市町村における執行体制の脆弱化が顕著という状況でございます。 
 それから経費につきましては、下水道の経費は、基本的に雨水の排除につきましては公

費、汚水の処理につきましては下水道使用料、私費でというのが大原則になってございま

すが、右のグラフにございますように、汚水処理にかかる経費回収率、汚水処理費の経費

分の使用料収入ですが、これが７７％。不足分は、一般会計が負担するという現状になっ

ております。 
 このような人材・財政面の制約の中で、中小市町村に対する支援も含めて持続可能な事

業管理をどのように進めていくかということが課題になってございます。 
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 次の４ページに行っていただきます。大規模地震等の災害リスクの増大と対策の必要性

ということでございます。 
 南海トラフ地震等の大きな地震が３０年以内に高い確率で発生すると推定されている中

で、そういった大規模災害時におきましても下水道の最低限の機能が、例えば消毒機能等

を確保するために、ハード・ソフト対策を一体的に進めていくことが課題と考えてござい

ます。 
 下の図はイメージを持っていただくためですが、例えば東日本大震災による被害の中で、

例えば液状化によって管渠やマンホールが浮上したり閉塞したりしたものに対して、右で

対策の事例といたしまして、マンホールの浮上防止ですとか、あるいは曲げ・たわみが可

能な継手にするとういった対策、これはハードでございます。その下、処理場・ポンプ場

のハードについて、津波の対策としまして、例えば施設を少しでも高いとこに置くといっ

たようなハード的な対策。 
またソフトの対策としまして、一番下にありますように、例えばＢＣＰの計画策定、協定

ですとか、あるいはデータベースの整備など。ここでは、ハード・ソフト対策の推進のイ

メージを挙げさせていただいております。 
 次のページ繰っていただきまして５ページ目。これは、下水道における水・資源・エネ

ルギーの利活用の推進ということでございます。 
 下水道は、都市内で、下水管を通じまして、エネルギーのポテンシャルを持ったものを

安定して集約しております。例えば、左のほうから見ていただきますと、下水が下水管を

通じまして処理場に集められてまいりますが、そこで下水熱というエネルギーを持ってご

ざいます。下水処理場内に入りまして、生物処理をして沈殿させたものを下水汚泥といい

ますが、「下水汚泥バイオマス」と書かせていただいておりますように、これは例えば微生

物の死骸などのバイオマスです。これから、「発酵漕」でバイオガス、メタンガスでござい

ますが、バイオガスを取り出して発電をしたり、あるいは固形燃料化をするという利活用

ができます。処理水の再生水利用がございますし、下水汚泥の中からリンといった肥料に

使えるものも取り出すことができます。そういったポテンシャルがありますが利活用が進

んでおりませんので、これをさらに進めていきたいというのが次の課題でございます。 
 ６ページに行っていただきまして、これは浸水対策でございます。 
 近年の局地的な集中豪雨、ゲリラ豪雨の頻発化の中で浸水リスクが増大してるというこ

とで、下に３つほど、実際の被害の例を載せさせていただいております。右上に総合的な

浸水対策の例がございますが、こういった浸水対策の解消・軽減のために、ソフト、ハー

ドを一体的にとらえた浸水対策をいかに進めていくかというのが課題でございます。 
 最後７ページに行っていただきまして、国内外、特に国外への事業展開というテーマで

ございます。左上にございますように、背景といたしまして世界の水ビジネス市場の拡大

ということで、例えば一番わかりやすいのは、東南アジアですとか中東ですとか水道の整

備がだんだん整ってまいりまして、これからいわゆる下水道整備が急速に進展するような
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見通しでございます。 
 また、その一方で水・衛生分野での国際貢献、水問題、特に衛生施設を利用できない世

界人口割合がまだまだ高いというのをいかに解決していくかという中で、国際市場におけ

る事業展開を図ることが求められております。 
 わが国の下水道技術といたしまして、右上にございます、例えば道路を掘り返さずに下

水管を整備する推進工法ですとか、あるいは膜分離で高度処理し、処理水の再利用を行う

といったような下水道技術を生かしまして事業展開を進めていくというものです。 
 左下に、国際展開の取組みといたしまして、例えば官民連携で、国や地方政府などによ

るトップセールスを、例えば東南アジアなどで行ったり、あるいはその右にある国際標準

化ですが、本邦技術の優位性確保のために、例えばＩＳＯといった国際標準化などを進め

ていくということがございます。こういったものを通じた事業展開をいかに進めていくか

というのが課題となっております。 
 以上、諮問の背景、現状、方向などについてご説明をさせていただきました。以上でご

ざいます。 
【分科会長】 はい、ありがとうございました。 
 では、ただいまの説明につきましてご意見、ご質問等がございましたらお願いします。

はい、○○委員。 
【○○委員】 よく分かったんですけれども、いろいろ、どういうことをやらなきゃいけ

ないかとかっていうことは分かったんですけれども、最初の例えばめくったところに書い

てありますように、一言で言うと、いろいろもっとやんなきゃいけないことがたくさんあ

るけれど、お金も人材も足りなくなるといったときの施策ってことになったら、最終的に

は、これ私、思うんですけど、どこかで優先順位っていうか、これプライオリティを付け

なきゃいけないですね。 
 そうじゃないと、お金が十分あって人もいるんだったら、それは全部ここで、こういう

ことをやったほうがいいということは全部やるべきだっていうことになると思いますけれ

ど、そういうのがないときに、どういう考え方でプライオリティを付けるんですか。 
【事務局】 それも含めて、これからご検討いただきたいという課題でございますが、例

えば１ページの汚水処理人口普及率というところに、下水道と農集排、浄化槽がございま

すが、人口が集まってるところであれば、当然下水道が一番効率がいいんですけれども、

まばらになってくるのがわかってるようなところでは、下水道を整備するより浄化槽に切

り替えていくとか、そういった、それぞれの地域に合った汚水処理を進めるということで、

今、都道府県さんのほうに、どこでどういうものを進めるかというのを、最近は人口予測

なども変わってきておりますので、そういった中で見直していただくということをお願い

しております。例えばそういう、どこで何を整備するかという優先順位の見直しをすると

いうのも一つのやり方だと思いますし、同じ下水道をやるにしても、例えば今は少しでも

早く概成を目指していこうということになっておりますので、今までなら、かなりのフル
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スペックでしっかり下水管を通してくださいというところを、例えば埋めなくても、ちょ

っと外に出る管でもいいですよとか、そういった整備の仕方を変えたりというような工夫

も含めて、ハード・ソフトいろいろ検討してございます。 
【○○委員】 ありがとうございます。 
【分科会長】 はい、○○委員どうぞ。 
【○○委員】 まず委員会のことなんですけれども、従来、２年くらい前まで開催されて

いた下水道計画とか政策とか、両方多分、僕も混ざってたと思うんですけど、あの委員会

はもう継続がなくて、この河川分科会と合同というか、共通の下水道小委員会になると、

そういうことですか。 
【事務局】現在国と日本下水道協会と共同で、下水道の今後のあり方を検討する検討委員

会があり、別途検討しておりますが、その検討結果も踏まえながら、本審議会でご議論を

いただいてご提言をいただき、それを受けて今後の政策に反映させていきたいと、考えて

おります。よろしくお願いしたいと思います。 
【○○委員】 いいですか、次。よく分かりました。 
 河川と一緒にやるというのは、とてもいいことなので、ぜひ、これで重要なことをやっ

てほしいんですが、先ほど挙がった課題の中に、河川と共通に扱うべき重要事項というの

が幾つか挙がってもいいかなと思ってます、出てくるのかもしれませんけど。 
 例えば地下の巨大な都市雨水路を、極端なことを言えば、あれ地下河川に変えちゃうと

か、いろんなことがもうできるようになってるわけで。例えば、そんなことも河川と一緒

にやるんであればテーマにしていただきたい。 
【事務局】 ○○先生のおっしゃるとおりで、下水道と河川が同じとなり、既に整備され

ている施設も、お互い連携して有効活用するための検討もぜひご議論いただきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 
【分科会長】 ありがとうございました。 
 それでは、広域的かつ専門的な審議を行うため、河川分科会運営規則第１条に基づき、

当分科会に小委員会を設置し、小委員会の場で詳細な調査・検討をお願いいたします。 
 また運営規則第２条では、小委員会に属すべき委員等は、河川分科会に属する委員等の

内から、河川分科会会長が指名することになっております。本件の検討に当たっては、浸

水対策などの観点が重要と思われますので、それらを勘案して、また、調査内容が詳細か

つ専門的になりますので、まちづくり、地方自治、民間活用などの専門分野の方々に河川

分科会の専門委員等となっていただき本小委員会に参加していただきたいと思います。 
 つきましてはその人選は、河川分科会長である私と事務局と相談して決めることにいた

したいと思いますが、ご異議ございませんでしょうか。 
 ありがとうございました。それでは、そのようにいたします。 
 次の報告事項に移らせていただきます。少し時間が押してますので、比較的簡潔にお願

いしたいと思います。 
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 まず、海岸法の一部改正案について、水災害分野に係る気候変動適応策のあり方につい

て、及び今後の水資源政策のあり方について、中間とりまとめの３つの案件を続けて報告

いただきたいと思います。ご意見、ご質問は、３つの報告終了後にお願いします。 
 それでは、事務局から報告をお願いします。 
【事務局】 ○○でございます。海岸法の関係を説明させていただきます。 
 海岸法は、昭和３１年海岸を津波等から保護するという目的で作られた法律でございま

す。平成１１年に、環境の整備・保全ですとか利用といったこともきちんとやっていこう

というような改正が行われたわけでございますけれども、それ以外の改正ということでご

ざいます。 
 その間、東日本大震災による大きな津波による被害ですとか施設の老朽化といった新た

な課題が顕在化してるところでございますので、昨年、本分科会の委員でもございます磯

部先生を委員長に、海岸管理のあり方検討委員会といったものを局で設置、これは、海岸

室のほうが中心に対応いたしましたけれども、設置して、海岸管理のあり方について、課

題と対応の方向性についてとりまとめされたところでございます。その内、法制度で対応

すべきものを、今回の改正案に盛り込んだというところでございます。 
 背景については、今ご説明したとおりでございます。資料５、１枚紙でご説明したいと

思いますので、それをご覧いただきたいと思います。 
 特に防災・減災につきましては、南海トラフ地震の発生が、今後３０年以内の発生確率

６０から７０％とひっ迫して、ここできちんと対応すべきだということでございます。 
 改正案の概要につきましては、水色で色付けました箱に、ここに４本柱がございますの

で、時間の関係もございますので、簡単に説明させていただきたいと思います。 
 １点目が防災・減災でございます。右側に防潮堤の絵がございますけれども、東日本震

災では、堤防を乗り越えた津波によって、陸側の堤防の端っこ、法尻が洗掘されたという

ことでございましたので、今回この絵にございますような、そこにきちんと盛土をして、

きちんと根が張るように植樹をするという形で一体的に設置される樹林、これ「緑の防潮

堤」と称しておりますけれども、こういったものなど粘り強い構造の海岸堤防等を、きち

んと法律上の海岸保全施設に位置づけて整備していきたいということでございます。 
 ２点目の水色でございます。水門・陸閘等の安全かつ確実な操作ということでございま

す。陸閘と申しますのは、海岸等の出入りのために必要な非常時にこういった閉鎖する門

でございますけれども、こういった水門等操作を必要とする施設について、現行の海岸法

の規定にございませんで、こういう東日本震災の時にこの操作に携わった消防団員等多く

の方が犠牲になったということでございます。きちんと現場操作員の安全を確保しつつ、

きちんと閉める、また、そのために訓練を平常時していただくといった操作規則と、こう

いったものをきちんと、こういった施設の管理者に策定をしていただくという点が、２点

目でございます。 
 それから３点目でございますけれども、適切な維持管理ということで、これまでの施設
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の老朽化については、既に先ほど下水道でも出ましたけれども、海岸保全施設も同様でご

ざいます。 
 特に予防保全ということで、従来のような損傷がひどくなってから修繕するということ

ではなくて、きちんとした点検をして、それを踏まえて的確に修繕をするという予防保全

の観点から、維持・修繕の基準を国としても策定して、海岸管理者にきちんと維持・修繕

をしていただくという規定を設けるということでございます。 
 それから最後に、地域の実情に応じた維持管理ということでございますけれども。海岸

におきましては、清掃ですとか動植物の保護等に活動されている多くのＮＰＯ等の団体が

ございますので、そういった団体を法律上の海岸協力団体、これは、昨年の河川法の改正

をした時の河川協力団体の海岸保岸と言ってもいいかもしれませんけれども、きちんと法

律上の団体として位置づけて、海岸監視のパートナーとして維持管理を充実させてしてい

きたいということをねらった規定でございます。 
 大きく４点でございますけれども、法律の概要でございます。 
 こちらの法律案につきましては、先週、衆議院のほうを通過をしていただきまして、今

後、参議院の審議が行われるということでございます。今国会での成立をお願いしたいと

いうことで、関係方面にもまた働きかけをしていきたいということでございます。 
 以上でございます。 
【分科会長】 ありがとうございました。 
 それでは続きまして、お願いします。 
【事務局】 はい。○○でございます。資料６をご覧いただきたいと思います。 
 水災害分野に係る気候変動適応策のあり方について、１ページめくっていただきますと、

昨年の１２月１１日に、大臣から審議会の会長に諮問をしてございます。 
 諮問文は２ページに付けてございますけども、地球温暖化に伴う気候変動によりまして、

水災害の頻発化、激甚化が懸念されているところでございまして、平成２０年６月に審議

会のほうから１度、適応策のあり方について答申をいただいております。 
 その後、現在ＩＰＣＣの第５次評価報告書が順次公表されておりますし、また東日本大

震災がございまして、こういう災害に対して多重防御という考え方が出ております。 
 海外に目を向けましても、タイで洪水被害が発生しておりますし、ニューヨークでは高

潮災害がございました。また、フィリピンを襲った巨大台風の災害もございました。国内

でも様々、全国で毎年のように災害が生じておりまして、現状の治水安全度や計画規模を

上回るような災害が頻発している。 
 そういう状況の中で、そういう災害リスクを想定して、治水対策のみならず、流域にお

ける対応を重層的に講じていく必要がございまして、このようなことから、今回こういう

議論をさせていただいておるところでございます。 
 １ページめくっていただきまして３ページでございますけども、昨年１２月１３日付で、

審議会会長から河川分科会会長に付託をされておりまして、小委員会のほうで議論をして
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おります。メンバーは４ページに書かれてるとおりでございます。 
 検討のスケジュールでございますけども、次のページをご覧いただきますと、政府全体

といたしましては、平成２７年の夏ごろに、政府全体の適応計画を閣議決定するという予

定で、環境省の中央環境審議会を中心に議論が進むところでございます。 
 これに併せまして国土交通省といたしましても、省全体といたしましては、社整審と交

政審の合同の環境部会の中で議論が進んでいるところでございますけれども、各分野にお

きましても、それぞれ検討すると。 
 水災害の分野につきましては、この小委員会の中で議論をするわけでございますけども、

様々並行して水資源の分野、下水道、それから海岸、土砂災害の分野の検討も進んでござ

いますので、それらを最終的に整合を図るような形でとりまとめを行っていきたいという

ふうに考えております。 
 当小委員会の検討の状況ですが、６ページをご覧いただきますと、今年の１月２０日に

小委員会を再開してございまして、直近は４月１８日、第１３回ということで開催をして

ございます。 
 今後の予定でございますけども、今年中に中間とりまとめというような形をいただきま

して、平成２７年には最終とりまとめというようなことで、今後進めてまいりたいという

ふうに考えてございます。 
 現在までの検討の中で主な検討課題として出ておりますのが、７ページをご覧いただけ

れば、今後の主な検討課題案というふうに示してございますけれども、現況の治水安全度

や計画規模を上回る外力が生じた場合の流域内のリスク分担や適応策についての検討が必

要であるとか、あるいは、まちづくり、地域づくりでの連携方策の検討が必要、これら等々

の課題が出ておりまして、これについて、今後、検討を進めてまいりたいというふうに考

えてございます。 
 以上でございます。 
【分科会長】 はい、ありがとうございました。 
 次、お願いします。 
【事務局】 ○○でございます。よろしくお願いをいたします。 
 資料７で説明をさせていただきます。クリップでとじてありますが、最初のパワーポイ

ントの資料を使って説明をさせていただきたいと思います。今後の水資源政策のあり方に

ついての中間とりまとめについてでございます。 
 表紙をめくっていただきまして１ページ、現在、国土審議会水資源開発分科会におきま

して、国土交通大臣から今後の水資源政策のあり方について諮問を昨年１０月受け、これ

まで９回、調査企画部会の審議を行い、この４月に中間とりまとめとして、今後の水資源

政策のあり方、副題として、幅を持った社会システムの、次世代水政策元年を公表いたし

ました。その内容について説明をいたします。 
 中段に諮問の背景がございますが、水資源政策では、これまで急激に増大する水需要に
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キャッチアップするため、水資源開発促進法に基づきまして、水資源開発を実施してきて

おり、水資源の整備をしつつも、その供給目標をおおむね達成しております。 
 しかしながら、東日本大震災、笹子トンネル事故後のインフラ整備や管理のパラダイム

シフト、気候変動リスクといった課題に対応するため、このような諮問がなされたもので

あります。喫緊の課題への対応として、諮問をなされたものでございます。 
 ２ページでございますが、中間とりまとめの内容でございますが、基本的理念を、水の

恵みを享受できる社会を目指すこととしております。その実行のため、幅を持った社会資

本の構築を提案するものでございまして、これは、わが国は災害に脆弱な国土ではござい

ますが、高い労働生産性を維持してきてまいりました。個別最適を図り効率性を追求した

結果、社会全体が高度化・効率化された状態、言わばシステム全体が緊張状態の中で東日

本大震災等を経験し、システム全体が機能不全に陥ったことを経験し、それを回避するた

め、個別最適と全体最適を目指す幅を持った社会システムの構築を打ち出したというもの

でございます。 
 ５ページに飛んできていただきまして、幅を持った社会システムの具体的な機能につい

て説明をしております。右側になりますが、１つ目は、要素の二重化などの冗長性・代替

性、２つ目は、右側になりますが、しなやかに受け流し、復元可能にする粘り強さ、３つ

目が堅牢さで、堅牢さを向上させ、致命的事象に至らないようにする、４つ目は事態に応

じて柔軟に臨機に対応できる融通性や順応性、そして、それらの総体として安全・安心・

持続可能。そういった機能を幅を持たせた社会システムの備えるものとして整理してると

ころでございます。 
 ６ページでございますが、その具体的な事例でございまして、冗長性・代替性のところ

では、地域間の連結管や海水淡水化による供給、粘り強さのところでは、ダム群の連携だ

とか渇水時における取水制限など社会側の対応、堅牢さのところでは耐震化、融通性・順

応性では、東日本大震災で火力発電の供給が停止した場合の水力発電のダム操作の工夫を

行うとか、そういったものでございます。 
 ２ページに戻っていただきまして左下に、水資源政策を考える３つのポイントとして、

１つ目はいかなる事態が生じても、柔軟かつ臨機に包括的に対処できる幅を持った社会シ

ステムの構築、２つ目が、従来及び今後の施策のハード、ソフトの重層的な展開、３つ目

が、基本的・長期的方向性の変曲点にある次世代水政策元年ということとしております。 
 そして右側でございますが、３つの改革の視点として、１つ目が、大規模災害や危機的

渇水、「ゼロ水」と呼んでますが、そういった低頻度・高リスクへの対応、２つ目が老朽化

対策などの国民の視点に立った重層的な展開、３つ目は国際貢献への対応、グローバリゼ

ーションへの対応を改革の視点としています。 
 ３ページでございますが、次に、今後の５つの水資源政策と１５の具体的な取り組みと

いうことで、５つの水資源政策といいますのは、１つ目が、枠で囲ってありますが、１つ

目、安全・安心水利用社会、２つ目が持続的水利用社会、３つ目が、それを包含する形で
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の健全な水・エネルギー・物質循環に立脚した社会、そして４つ目は、それらを基盤とし

て支える教育・普及啓発による水の恵みに感謝し、災いに柔軟に対応できる社会風土・文

化の醸成、さらに５つ目でございますが、右側になりますが、世界の水問題解決や国際社

会におけるプレゼンスの確立としております。 
 それぞれの施策に合わせ、１５の項目の取り組みが示されてるところでございまして、

平成２６年秋に向けまして、関連制度、水資源開発基本計画のあり方、今後の水資源政策

に向けた具体的な取り組みを検討することとしております。 
 ４ページでございますが、今後の具体的な取り組みということで、５つの政策の内容で

ある１５項目の取り組みの内の主な事例といたしまして、１の安全・安心水利用社会では、

大規模災害時において必要な水を確保するための水供給システムの多重化や冗長性、ある

いは水インフラの老朽化への対応といったものでございます。特に貯水池が枯渇する危機

的な渇水であるゼロ水を想定して、ハード、ソフト、システム全体の取り組みを具体的に

検討することとしております。 
 右側につきまして、３の水・エネルギー・物質循環に立脚した社会では、できる限り、

自然流下を活用した取り組みをしていくと、そういったことを考えているところでござい

ます。 
 以上でございますが、資料の１３、１４に、配布資料となっておりますが、最近の動き

で、水循環基本法と雨水の利用に関する法律が、３月２７日に衆議院全会一致で可決成立

をしておりまして４月２日に公布されたところでございます。 
 資料１３の水循環基本法につきましては、基本法として、中段になりますが、３つの基

本理念が定められているところでございます。 
 また右下になりますが、水循環政策本部ということで、総理大臣を本部長とする本部を

設置して、水循環基本計画を策定するということになっております。 
 資料１４のほうでございますが、雨水の利用推進に関する法律でございますが、雨水を

捨てずに利用していくということで５月１日から施行をされております。この法律に基づ

きまして、今後、国、都道府県では、雨水利用の推進に関する方針、利用のための施設の

設置に関する目標を定めていくこととしております。 
 以上でございます。 
【分科会長】 はい、ありがとうございました。 
 じゃあ、ただいまの３つの報告につきましてご意見、ご質問等がございましたら、お願

いします。 
 報告ですので、ぜひ目を通していただいて、今後こういうものが非常に大事になってい

くというか、河川行政全体の中では、非常に幅の広いいろんなことをやっていくというこ

とが示されておりますので、どうぞよろしくお願いします。 
 以上で、報告事項は終了でございますが、お手元にあります資料８から１５につきまし

ては、配布資料のみとさせていただきます。 
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 それでは、本日の河川分科会の議事は以上でございますが、全体を通して何かご意見ご

ざいましたら、お願いしますが。 
 よろしいでしょうか。以上ですが、本日の議事録の取扱いにつきまして申し上げさせて

いただきます。本日の議事録は、内容については各委員の確認を得た後、発言者氏名を除

いて国土交通省大臣官房広報課及びインターネットにおいて一般公開することとします。 
 今日は、第５０回の社会資本整備審議会だったんですね。普通は何かお祝いをやるよう

な感じで。５０回目で非常に重要な時期にかかってるなというのが、実は非常に私は感じ

てるところです。 
 最後に、毎回お願いしますが、局長、何かお考えになってることがございましたら、よ

ろしくお願いします。 
【水管理・国土保全局長】 それでは、座ったままで恐縮でございますけれども。 
 今日も審議事項３件ございましたけれども、いろんな貴重なご意見をいただきまして、

ありがとうございます。内容についてご了承いただきまして、感謝を申し上げます。 
 その上で、たくさんの報告事項をさせていただきました。詳しくご説明、時間の関係で

できませんでしたけれども、水管理・国土保全局になりまして、水資源、下水道、そうい

った部が一緒になって連携してといいますか、水管理・国土保全局の中で政策を進めてい

くという中で、今後のあり方として、下水道、水資源そして、あと海岸の関係、さらには

気候変動と、今日報告の中にありませんでしたけども、砂防の関係も、土砂災害対策に関

する強化の検討を今行っております。これは伊豆大島の昨年の災害を受けてでございます

けれども、そういったことで、全分野といいますか、所管の各分野それぞれ、次に向けて

の展開といいますか、取り組みを進めてるところでございます。 
 そういう意味で、非常に広範多岐にわたっておりますけれども、やりがいのある、今ま

さに仕事をしてるのかなというふうに思っておりますので、先生方のご指導を、引き続き

どうかよろしくお願い申し上げまして、感想でございますけれども、させていただきます。

どうもありがとうございました。 
【分科会長】 ありがとうございました。それでは、事務局にお返しします。 
【事務局】 分科会長、ありがとうございました。 
 委員の皆様方のお手元の資料につきましては、お持ち帰りいただいてもけっこうでござ

いますが、郵送をご希望される方は、後日郵送させていただきますので、そのままお席に

お残しいただければと思います。 
 本日は、長時間にわたりまして熱心にご審議いただきまして、誠にありがとうございま

した。 
 


